
管内における雇用環境や人材確保
の状況等について

（各団体）

令和５年６月14日
鹿児島地域人財確保・育成推進協議会
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現　　状 意見，課題等 取　　組

　市費職員４名（学校主事１
名，図書館司書１名，特別支援
教育支援員２名）が配置され，
大変学校運営に協力的で助かっ
ている。

　教員業務支援員（スクールサ
ポートスタッフ）を午前中だけ
でも配置し，教員の業務改善の
一助としてほしい。（現在のと
ころ，配置なし）

　市教委へ市校長会から要望を
あげる。

現　　状 意見，課題等 取　　組

　本校の卒業生は，大きく７割
が就職，３割が進学である。こ
こ数年の動向では就職の割合が
減少し，進学の割合が増加する
傾向にある。
　県内就職の割合も増加傾向に
あり，令和５年３月卒業生の全
就職者232人の約４割が県内就職
である。就職先都道府県でも鹿
児島県が一番多い。
　産業別就職状況では，製造
業・鉱業が約４割と一番多く，
公務員は１割程度の23人でその
内，県内の公務員は１/３程度で
ある。
　求人件数は，令和２年度にコ
ロナの影響で減少したが，順調
に回復し，過去24年で最高の
3,312件となった。

　ここ数年，コロナ禍などの影
響で先行きが不透明になり，進
学希望者が増加する傾向にあっ
た。
　しかし，今後の状況はどうな
るのか，今のところはっきりし
てない。
　直近の進路希望調査では，就
職希望がわずかに増加した程度
である。しかし，そのなかで
も，県内就職希望者や九州県内
への就職希望者は年々増加傾向
にある。これは生徒の潜在的な
地元への就職希望があるものと
思われる。
　県外，県内を問わず求人件数
の増加から人手不足は明らかで
あり，工業人として地元への人
材定着を促進するためには，企
業の魅力を更に発信する取組，
企業と学校が日常的に連携する
取組等が必要であると思われ
る。

・２年次のインターンシップの
実施

・県内企業の見学会，生徒保護
者に対する地元企業の説明会の
実施

・地元企業との座談会の実施

日置地区小中学校校長会

県立鹿児島工業高等学校
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現　　状 意見，課題等 取　　組

＜看護人材を取り巻く現状＞

・就業者は年々増加している
が、高年齢化が進行している。
（60歳以上の割合が増加）

・若年人口が減少する中、看護
師等養成所の受験者数の減少に
より、県内の新規就業者数が減
少傾向にある。
（新卒の県内就業率59.6％、国
の平均74％前後）

・需給推計：2025年（令和7年）
の県全体の需給数31,131人に対
して、2,346人の不足であり、二
次医療圏では、南薩以外で119人
～736人の不足と推計されてい
る。

・コロナの影響もあり、離職者
が増加している。
（全国11.6％）

＜課題＞

１　看護の魅力発信

２　次代を担う看護人材の育成

３　離職防止

４　再就業の支援

１　看護の魅力発信
　　小中学生、高校生を対象と
　した看護職の普及啓発。（ふ
　れあい看護体験等の開催、動
　画・広報誌の活用）

２　次世代を担う看護人材の育
　成
　　看護職員就学資金等貸与事
　業。病院奨学金の紹介。

３　離職防止
　　各病院・施設のワークライ
　フバランスへの取組み。

４　再就業の支援
　　県ナースセンターによる再
　就業に向けた支援等。

現　　状 意見，課題等 取　　組

　2022年の出生数が統計開始以
来、初めて80万人を割り込むこ
とが発表され、また国の推定値
よりも11年早く80万人を割った
ことが報道された。
　鹿児島市の人口においても、
令和４年４月１日現在で
０歳 4,613人、１歳 4,752人、
２歳 4,723人、３歳 5,102人、
４歳 5,182人、５歳 5,435人
と集計され、５歳から30代前半
まで続く5,000人台の年齢別人口
が4,000人台へシフトしようとし
ている。
　人口減少社会へ進む中、鹿児
島市は令和６年４月１日の待機
児童ゼロ実現にむけ、様々な施
策を実施しているが、企業主導
型保育施設や児童発達支援施設
が乱立することで、認可保育
園・認定こども園での保育士不
足が起こり、受入可能児童数が
減少することで待機児童・保留
児童が増加するという鹿児島市
特有の状況が発生している。

　全国的に保育士のなり手が少
ない中、鹿児島市も令和５年度
から潜在保育士就職奨励金制度
や県外保育士就職奨励金制度な
どの活用をスタートさせてお
り、自治体間の争奪戦は続いて
いる。1人増やすだけでも大変な
施設も多い。
　保育士の担い手が少ない理由
には、保育業務の負担が重く、
休憩や有休休暇が取りにくい職
員配置基準の問題や、子どもを
預かる重い責任に見合わない賃
金が人材不足を招いている。
（全産業平均より７万円ほど低
い）
　また、鹿児島市保育園協会の
調べによれば、土曜日利用の割
合が７割と全国平均の２倍近く
あり、「保育園・認定こども園
の適正利用」について、鹿児島
市民の保育施設利用の意識を変
える必要がある。

・協会用インスタグラムの開設

・各養成校への訪問ＰＲ（鹿児
島国際大学、鹿児島純心女子短
期大学など）

・就職フェア（令和５年７月22
日、令和６年３月開催予定）

・アミュ広場保育イベント（令
和５年10月９日開催予定）

・中高生を対象とした職場体験
や「進学応援」など

・鹿児島市より委託を受け運営
している保育士・保育所支援セ
ンターによる潜在保育士の就労
支援

・保育関係者の仕事の悩みなど
の解消につなげる心理士・社労
士による相談事業

鹿児島医療技術専門学校

一般社団法人鹿児島市保育園協会
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現　　状 意見，課題等 取　　組

　ここ数年雇用環境はますます
厳しさが増して、職員定数を割
り込みながら、何とかしのいで
いる施設が多数となっている。
　介護に対するマイナスイメー
ジもあり、介護士・看護師・調
理員・介護支援専門員など多く
の職種の採用が困難になってき
ている。
　求人を出しても採用できず、
採用に至るまで数か月かかるこ
とが普通の状態になっている。
　高校や専門学校の新卒採用も
年々少なくなってきており、福
祉系の学校への入学者も減少し
てきている。
　ハローワークだけでなく派遣
会社や人材紹介会社の活用、学
生向けのガイダンスへの参加、
外国人特定技能実習制度を活用
して外国人を雇用している法人
も多くなってきている。

・介護に対するマイナスイメー
ジの払しょくと学生や保護者に
介護の魅力アピールする場の確
保。

・介護未経験者や異業種からの
転職者の定着率の向上。

　職員紹介を奨励し、紹介者・
採用者ともに奨励金を支給、就
職時に係る費用を支度金として
支給する。

現　　状 意見，課題等 取　　組

・新採用については、募集定員
に満たない状況が続いている。
　内定を出しても辞退が多い状
況である。

・中途採用を募集しているが、
年齢等条件に合う募集が少ない
のが現状である。

・中堅職員（30代）までの若い
世代の離職が多く、ほとんどは
転職先を決めてから、離職して
いく。

・地元に残る、もしくは、地元
に戻る時に、選ばれる組織でな
ければならないと感じる。

・ＳＮＳ等により、風評はすぐ
に広がり、企業イメージを良く
も悪くも決められてしまう。
　逆に、ＳＮＳ等を利用したイ
メージ戦略が必要だと思う。

・退職後の雇用延長や、ＪＡの
転籍制度（こどもの進学や配偶
者の転勤時などにＪＡ間で協議
し、退職することなく他のＪＡ
へ職員を転籍させる仕組み）を
活用して、一人でもつなぎとめ
る取組を実施している。

・定年延長を今後検討してい
く。

特別養護老人ホーム潮風園

鹿児島みらい農業協同組合
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現　　状 意見，課題等 取　　組

　建設技術者や建設技能者の高
齢化が進む中、建設業における
担い手確保等の問題は喫緊の課
題となっている。

－ 鹿児島県建設業協会では、全県
的に

・建設産業合同企業説明会等の
　担い手確保（入職支援）事業

・階層別研修等の担い手育成・
　定着事業

・出前講座・土木フェスタ等の
　建設業魅力発信事業

を行い、地域経済・雇用を支え
る建設業が持続的に「地域の担
い手」として役割を果たせるよ
う建設産業の魅力発信に努めて
いる。

現　　状 意見，課題等 取　　組

・以前は、従業員を募集すると
就職希望者が多く、その中から
選ぶことができたが、現在は募
集してもなかなか人が集まらな
いのが現状である。

・深刻な人手不足になりつつあ
る。
　長続きさせるために、福利厚
生の充実や給与のアップをして
いかなければならない。

・現在、働いているパート従業
員を正社員に登用し、福利厚
生・給与面のアップを図って，
長く勤めることができる環境整
備をしている。

鹿児島県建設業協会鹿児島支部

かごしま市商工会

4



現　　状 意見，課題等 取　　組

①高卒の場合
　就職先について、親の意見が
６～７割を占める。求人企業の
「ブランド名」や「イメージ」
先行で企業選択が行われている
ケースが多いように感じる。

②大卒の場合
　様々な就職ナビを活用する事
で、県外大手企業が地方学生と
も接触し易くなっている。
　学生側も交通費や移動時間削
減に繋がり有益である。
　県内企業もオンラインを活用
した採用を更に推進する必要が
あるように感じる。

①県内企業の魅力発信をもっと
若い時期（小中学生）の子供に
行いたい。

②学校内ＰＴＡなどでの「保護
者向け企業アピール（研究）」
の場を設けてはどうか。

③大手就職ナビは、大手企業の
発信力が強い。県内企業専用の
就職ナビを設置できないか。大
手ナビのように、登録してくれ
た学生に様々な情報提供を行う
「双方向性機能」を備える必要
がある。

　内定辞退防止のため、内定を
出した学生に定期的なコンタク
トを取る等、常に学生目線を意
識し、不安の解消を図ってい
る。

セイカ食品株式会社
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